
○

その他
社会福祉審議会委員報酬、旅費
他 188

合計（Ａ） 54,654 合計（Ｂ） 47,820

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -6,834

主な
理由

国の幼児教育・保育の無償化施策導入に係る費用の減

令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

2,805

役務費
保育料口座振替手数料、郵便
料、簡易書留加算料金　他 1,940 役務費

保育料等口座振替手数料、簡易
書留加算料金 707

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
保護者説明会託児委託料、保育
所巡回警備委託料　他 37,300 委託料

保護者説明会託児委託料、保育
所巡回警備委託料　他 36,920

使用料及び賃
借料

子ども子育て支援システム端末
賃借料　他 7,008

使用料及び賃
借料

子ども子育て支援システム端末
賃借料　他 3,200

その他
社会福祉審議会委員報酬、旅費
他 1,129

03当初予算 4,870 0

2.00

32.14

201,718

194,884

需用費
消耗品費、保育所申込等帳票印
刷製本費等 4,277 需用費

3

内容

消耗品費、保育所申込等帳票印
刷製本費等

190,011

内容 金額

負担金補助及
び交付金

保育士キャリアアップ事業補助
金 3,000

負担金補助及
び交付金

保育士キャリアアップ事業補助
金 4,000

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

12.04

1.30

01決算 51,236 0 1 157,212

02当初予算 7,334 0 3 194,381

令和２年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
認可保育施設に関する一般事務事業を行うことにより、保育施設を円滑に、効率よく、また、適正に運営することを目的とす
る。

事
業
内
容

１　保育所との連絡調整及び指導管理（巡回指導や調理指導等）
　　【発達指導巡回実施状況】
　　　令和元年度　92件、令和2年度120件（見込）、令和3年度170件（見込）
２　認可保育施設の入退所、入所選考、保育料に係る事務
　　システムのバージョンアップ、新年度保育施設入所申込み受付及び託児業務
　　【保育料口座振替件数率】
　　　令和元年度　81％、令和2年度　76％（見込）、令和3年度　80％（見込）
３　保育所に関する会議や研修への参加
４　その他認可保育施設に関する事務

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、子ども・子
育て支援法施行規則、明石市保育の必要性の
認定に関する基準等を定める規則

事業 児童福祉一般事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
児童福祉一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-001

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

令和３年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計14.30

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

66,375

54,654

47,820

142,074

147,064

147,064

208,449 2.50

目標年次 単位 目標値

保育料口座振替件数率
口座振替の利用率を向上することにより、経費削減指標とする。（3月
分口座依頼件数÷3月分保育料納付対象件数）

令和３年度 ％ 80

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
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○

合計（Ａ） 19,509 合計（Ｂ） 19,509

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

負担金補助及
び交付金

民間保育協議会職員退職共済
組合助成金 19,509

負担金補助及
び交付金

民間保育協議会職員退職共済
組合助成金 19,509令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 20,319 任期付 0.00 合計 0.1003当初予算 19,509 810 20,319 0 0

0 20,319 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 19,509 810 20,319 0 0

0 14,029 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 13,219 810 14,029 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

加入者の退職金の一部として、加入者本俸の１,０００分の８を補助する。

＜参考＞
事業主負担  ８／１，０００
加入者負担  ８／１，０００

【民間保育協議会職員退職者共済加入者数】
令和元年度742名、令和２年度1,046名（見込）、令和３年度1,440名（見込）

民間保育協議会職員退職者共済加入者数を、私立保育施設の円滑
な運営の維持と、職員の福利増進を図る指標とする。

令和３年度 人 1,440

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立保育施設に勤務する職員の福利増進を図り、児童福祉事業の円滑な推進に寄与する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

民間保育協議会職員退
職共済加入者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法事業 私立保育所退職共済補助事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所退職共済補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-002

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092
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○

合計（Ａ） 40,000 合計（Ｂ） 37,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,000

主な
理由

認可保育施設等への入所により、支給対象の減額が見込まれるため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

認可外施設利用世帯等への補
助金 40,000

負担金補助及
び交付金

在宅子育て世帯・認可外施設利
用世帯等への補助金 37,000令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 40,240 任期付 0.80 合計 1.0003当初予算 37,000 3,240 40,240 0 0

0 43,240 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 40,000 3,240 43,240 0 0

0 63,763 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 57,848 5,915 63,763 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【在宅子育て世帯への支援】
　　助成額 ：月10,000円（一律）
　　対象世帯 ：第２子以降の児童が保育所の利用を申し込み、待機児童となっている世帯で、保護者に代わって親族やベビーシッター等が保育している世
帯
　　対象児童数 ：令和元年度　上半期128人、下半期145人　平均人数137人
　　　　　　　　　　　令和２年度　 上半期136人、（見込）下半期136人　平均人数136人
　　　　　　　　　　　令和３年度　 （見込）上半期138人、（見込）下半期166人　平均人数152人

【認可外保育施設等利用者への支援】
　　助成額 ：月20,000円（上限）
　　対象世帯 ：第２子以降の児童が認可外保育施設を利用している世帯
　　対象児童数 ：令和元年度　上半期289人、下半期194人　平均人数242人
　　　　　　　　　　　令和２年度　上半期139人、（見込）下半期139人　平均人数139人
　　　　　　　　　　　令和３年度　（見込）上半期130人、（見込）下半期137人　平均人数134人

経済的支援を受け、負担が軽減される人数（上半期・下半期の平均） 令和３年度 人 152

支援対象児童数（認可
外）

経済的支援を受け、負担が軽減される人数（上半期・下半期の平均） 令和３年度 人 134

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童が解消するまでの対策として、認可保育施設に入所できないために認可外施設を利用している世帯や、保護者に
代わって祖父母等が在宅で子育てをしている世帯に対し経済的支援を行い、保護者の負担を軽減する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

支援対象児童数（在宅）

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市認可外保育施設等保育料補助金交付要
綱、明石市在宅子育て世帯臨時給付金支給要
綱

事業 認可外施設利用世帯等支援（待機児童対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名

認可外施設利用世帯等支援（待機児童対
策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-003

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



22

○

○

合計（Ａ） 576 合計（Ｂ） 20,263

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 19,687

主な
理由

委託料（新規事業）の増による。

専門分科会における託児従事
者への謝金 13

旅費
研修参加、近接地旅費、先進地
視察旅費 50 旅費

研修参加、近接地旅費、先進地
視察旅費 50

使用料及び賃
借料

コピー使用料
70

内容 金額

報酬
社会福祉審議会児童福祉専門
分科会委員報酬 200 報酬

社会福祉審議会児童福祉専門
分科会委員報酬 200令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費
専門分科会における託児従事
者への謝金 13 報償費

需用費
事務用品・書籍等

243 委託料
こどもの居場所設置・運営業務
委託（パイロット事業） 20,000

0 21,478 任期付 0.00 合計 2.0003当初予算 20,263 1,215 21,478 0 0

0 1,791 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 576 1,215 1,791 0 0

0 8,945 正規 2.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 710 8,235 8,945 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　
　１　明石市社会福祉審議会児童福祉専門分科会の運営
 　明石市社会福祉審議会児童福祉専門分科会において、待機児童対策をはじめとする本市の子ども・子育て支援施策や明石市子ども・子育て支援事業
計画の推進・進捗管理等必要な事項について調査審議を行う。
　令和元年度は平成30年度に実施したニーズ調査をもとに第二期子ども・子育て支援事業計画（2020年度から2025年度までが計画期間）を策定。
　令和３年度は子ども・子育て支援法に基づく利用定員の設定等について意見聴取するため、年度末に１回開催する予定。
　
　２　「こどもの居場所」づくりの推進
　　学校になじめない等の事由を抱えたこどもたちが、安心して学び、遊び、過ごし、健やかな成長ができるよう、「こどもの居場所」づくりを推進する。
　　市内の18歳未満のこどもを主な対象とし、こどもたちが安心できる空間で、遊びや学習支援のほか、相談支援を実施する。
　　パイロット事業として、こどもの自主性を尊重し、自己肯定感を育むことができる「こどもの居場所」（1か所）を設置する。

安心して子育てができる環境を整備することで、人口増加を目指すこ
とから、就学前児童の人口を成果指標とする。

令和3年度 人 17,334

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
　「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指す「子ども・子育て支援法」の考えを基本に、各種施策を通じて、妊娠、出
産期から学童期に至るまでの家庭を切れ目なく支援し、一人一人の子どもが安全かつ安心して健やかに育ち、社会の一員と
して成長することができる環境を整備する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

就学前児童人口

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画（第２期） 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 子ども・子育て支援推進事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
子ども・子育て支援推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-004

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247



13

○

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
ベビーシート貸出事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-005

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

道路交通法事業 ベビーシート貸出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
ベビーシート着用の促進による乳児の安全確保と、経済的負担の軽減による子育て支援の推進を図ることを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

貸出件数 貸出件数を事業が有効に活用されているかを計る指標とする。 令和３年度 台 400

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１歳未満の乳児を車に乗車させるときに装着が義務付けられているベビーシートの貸出を、明石交通安全協会に委託して実施する。
１　 貸出の要件
 (１)　 貸出対象者は、次の要件を満たす者とする。
　　①市内に住所を有する者
　　②養育、又は保護する乳児を自動車に乗車させる必要がある者
　　③現に普通自動車を運転することができる免許をうけている者
　　④ベビーシートを装着できる自動車を使用する者
 (２)   貸出期間は、乳児がべビーシートの使用の目安の基準（身長75㎝位までかつ体重10㎏位まで）に達するまでとする。
　　　　但し、満1歳の誕生日を最長期限とする。
 (３)   貸付費用は、無償とする。
 (４)   貸出台数実績　令和元年度　393台、令和２年度　400台（見込）、令和３年度　400台（見込）
２　 委託内容
 (１)　 貸出希望者の申込み受付、装着や安全運転に係る講習の実施
 (２)   返却後のベビーシートのメンテナンス及び保管
 (３)   耐用期間の過ぎたベビーシートの廃棄及び補充
 (４)   貸出期間の過ぎたベビーシートの返却の督促等

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 7,800 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 7,395 405 7,800 0 0

0 6,905 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 6,500 405 6,905 0 0

0 6,905 任期付 0.00 合計 0.0503当初予算 6,500 405 6,905 0 0

内容 金額

委託料
ベビーシート貸出事業委託

6,500 委託料
ベビーシート貸出事業委託

6,500令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 6,500 合計（Ｂ） 6,500

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



31

〇

合計（Ａ） 17,500 合計（Ｂ） 16,200

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,300

主な
理由

補助見込額の減

保育の質の向上のための補助
金 16,000

内容 金額

委託料
研修の実施

500 委託料
研修の実施

200令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

保育の質の向上のための補助
金 17,000

負担金補助及
び交付金

0 21,870 任期付 0.00 合計 0.7003当初予算 16,200 5,670 21,870 0 0

0 23,170 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 17,500 5,670 23,170 0 0

0 23,245 正規 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 12,715 10,530 23,245 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　国において令和元年10月から始まった幼児教育・保育の無償化に伴い、認可外保育施設の保育の質の向上が求められていることから、市において、認
可外保育施設指導監督基準を満たすよう、運営面での支援を行い、安全・安心な保育を目指す。

【令和元年度の実績】
１　研修の実施
　　認可外保育施設職員を対象に研修を実施した。（3回実施、39施設・延べ129人受講）
　➀　研修の内容　安全・安心の乳児保育について等
２　認可外保育施設支援事業補助金の交付
　➀　交付申請のあった施設数　１１施設

【令和２年度の見込み】
１　研修の実施
　➀　認可外保育施設職員を対象に研修を実施する。（2回実施予定）
２　認可外保育施設支援事業補助金の交付
　➀　交付申請のあった施設数　　9施設

【令和３年度の実施予定】
１　研修の実施
２　認可外保育施設支援事業補助金の交付

認可外保育施設指導監督基準適合証明を交付した施設の数 令和5年度 施設 9

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
認可外保育所を支援して質の向上を図り、安全安心の保育を目指す。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

適合証明を交付した数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、認可外保育施設指導監督基準事業 認可外保育所等支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
認可外保育所等支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-006

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247



○

〇

合計（Ａ） 13,300 合計（Ｂ） 55,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 42,100

主な
理由

松が丘便所等改修工事実施による工事請負費の増

松が丘保育所便所ほか改修工
事 52,500

内容 金額

委託料
松が丘保育所便所ほか改修工
事実施設計委託 3,300 委託料

高丘保育所便所ほか改修工事
実施設計委託 2,900令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

備品購入費
エアコンの購入

10,000 工事請負費

0 7,290 任期付 0.00 合計 0.9003当初予算 55,400 7,290 62,690 0 55,400

0 7,290 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 13,300 7,290 20,590 0 13,300

0 16,499 正規 0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 47,999 16,200 64,199 0 47,700

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和元年度の実績】
【明許繰越分】
１　中尾保育所便所ほか改修工事
　・工事内容　園舎１・２階便所改修ほか　・工事期間　平成30年11月1日～令和元年年5月17日
【現年分】
１　松陰保育所便所ほか改修工事（実施設計委託及び工事実施）
　・工事内容： ①園舎１・２階便所改修、②正門門扉、屋外足洗い改修、③仮設便所設置撤去、④上記工事に係る電気設備工事、機械設備工事
　・工事期間　令和元年11月7日～令和2年5月31日

【令和2年度の見込み】
１　松が丘保育所便所ほか改修工事に係る実施設計委託
　・設計の内容
　①園舎１・２階便所、1階調理員用便所の改修、②ほふく室・乳児室の改修、③足洗場の改修、④仮設便所設置・解体
２　エアコンの整備
　　明南・鳥羽・江井島保育所、二見こども園の玄関ホールにエアコンを設置した。

【令和3年度の実施予定】
１　高丘保育所便所ほか改修工事に係る実施設計委託
　・設計の内容
　①園舎１・２階便所、1階調理員用便所の全面改修、②電気引込盤の全面改修、 ③仮設便所設置・解体
２　松が丘保育所便所ほか改修工事
　・工事の内容
　①園舎１・２階便所、1階調理員用便所の全面改修、②ほふく室・乳児室の改修、③足洗場の改修、④仮設便所設置・解体

保育所の改修工事の実施件数 令和5年度 件 5

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公立保育所の施設の安全性を確保するために必要な整備を行い、良好な保育の場を提供する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

改修工事の件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市立保育所条例事業 公立保育所整備事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-007

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247



27

○

合計（Ａ） 12,000 合計（Ｂ） 21,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 9,000

主な
理由

工事費増に伴う補助金の増

内容 金額

負担金補助及
び交付金

補助金の交付
12,000

負担金補助及
び交付金

補助金の交付
21,000令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 4,050 任期付 0.00 合計 0.5003当初予算 21,000 4,050 25,050 14,000 7,000

0 4,050 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 12,000 4,050 16,050 8,000 4,000

0 0 正規 0.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和2年度の見込み】
　○補助の内容：安全性に問題があるブロック塀の撤去及びフェンスの新設を行う私立保育所に対して、補助金を交付する。
　１　補助金を交付する施設　２施設
　２　補助金の負担割合
　　　国１／２　市１／４　事業者１／４
　　　※　保育所等整備交付金を活用する。

【令和3年度の実施予定】
　○補助の内容：老朽化した冷暖房設備（ガスヒートポンプエアコン）の改修を行う私立保育所に対して、補助金を交付する。
　１　補助金を交付する施設　２施設
　２　補助金の負担割合
　　　国１／２　市１／４　事業者１／４
　　　※　保育所等整備交付金を活用する。

施設整備した私立保育所の件数 令和3年度 件 2

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
私立保育所の施設整備（老朽化ブロック塀改修・老朽化冷暖房設備改修等）を補助し、安全で安心な保育を目指す。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

施設整備の件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

保育所等整備交付金交付要綱事業 私立保育所整備事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-008

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247



14

○

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
病児・病後児保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-009

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市病児・病後児保育事業実施
要綱

事業 病児・病後児保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
病気やけがの症状の進行が見られる時期（急性期）または、症状の進行が止まり治癒に向かっている時期（回復期）にあた
り、保育所または放課後児童クラブ等での保育が困難な生後６か月から小学校６年生までの児童を、病児保育施設において
一時的に保育することにより、保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成を図る。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用者数
保護者の子育て支援及び児童の健全育成の達成度合いを測るため、
延べ利用者数を指標とする。

令和３年度 人 1,600

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　 施設数　本庁地区1ヶ所、大久保地区1ヶ所の計2ヵ所で実施
２   利用実績　令和元年度　840人、令和２年度280人（見込）※新型コロナウイルス感染症の影響による利用者の減、令和３年度1,600人(見込）
３   利用料　1日　市内児童：2,000円（減免制度あり）、市外児童：3,000円
４   利用時間　月曜日～金曜日：午前７時３０分～午後６時　（土日祝、年末年始を除く）
５   定員　東部地区　3名/日、西部地区　4名/日
６　 市西部地区に新たな施設の開設について検討

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 6,558 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 21,136 810 21,946 15,388 0

0 19,551 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 89,359 810 90,169 59,518 11,100

0 20,354 任期付 0.00 合計 0.1003当初予算 47,240 810 48,050 27,696 0

内容 金額

需用費
印刷製本費

80 委託料
病児保育事業委託

42,640令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
病児保育事業委託

46,518
負担金補助及
び交付金

新規開設施設の開設準備経費
にかかる補助金 4,600

負担金補助及
び交付金

新規開設施設の本体工事費、開
設準備経費にかかる補助金 42,761

合計（Ａ） 89,359 合計（Ｂ） 47,240

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -42,119

主な
理由

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度の新規開設を見送り、令
和３年度に内容を見直し計上したことによる。



27

○

合計（Ａ） 66,500 合計（Ｂ） 57,150

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -9,350

主な
理由

利用児童数の減員が見込まれるため。

施設型給付費及び就園・就学援
助費 57,000

内容 金額

負担金補助及
び交付金

私立幼稚園在籍者保護者補助
金 1,400

負担金補助及
び交付金

私立幼稚園在籍者保護者補助
金 150令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

扶助費
施設型給付費及び就園・就学援
助費 65,100 扶助費

0 17,175 任期付 0.00 合計 0.2503当初予算 57,150 2,025 59,175 42,000 0

0 20,525 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 66,500 2,025 68,525 48,000 0

0 19,470 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 58,202 1,755 59,957 40,487 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　施設型給付
　明石市内の児童が入所している子ども・子育て支援制度に移行した市内の私立幼稚園、市外の公立・私立幼稚園に対して国の定める基準により施設型
給付費を支払う。

２　私立幼稚園等在籍者保護者補助金
　施設型給付を受けない私立幼稚園等に通う保護者に対して補助金を支払い保護者の負担軽減を図る。
　（月額）1,000円
令和元年度　352人（延べ）　1,423千円支給、令和２年度　 24人（延べ・見込）　96千円支給（見込）、令和３年度　 30人（延べ・見込）　150千円支給（見込）

３　私立幼稚園等就園・就学援助費
　施設型給付を受けない私立幼稚園等に通う保護者に対して就園等の援助費を支払い保護者の負担軽減を図る。
　（月額）800円
令和元年度　352人（延べ）　1,138千円支給、令和２年度　 296人（延べ・見込）　1,016千円支給（見込）、令和３年度　 333人（延べ・見込）　1,066千円支給
（見込）

補助金の受給により、経済的負担が軽減された期別の延べ人数を成
果指標とする。

令和３年度 人 333

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立幼稚園及び市外の幼稚園へ運営費を支給することにより、良好な教育環境を整え、質の高い教育の実施を
図る。また、私立幼稚園等に通う保護者に対して補助を行うことにより、経済的な負担の軽減を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

私立幼稚園等在籍保護
者補助金受給者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市私立幼稚園等就
園・就学援助要綱

事業 私立幼稚園事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立幼稚園事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-010

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



元

○

合計（Ａ） 46,000 合計（Ｂ） 35,700

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -10,300

主な
理由

市外の対象園が新制度に移行することによる対象児童数の減

内容 金額

負担金補助及
び交付金

施設等利用費
46,000 扶助費

施設等利用費
35,700令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 12,090 任期付 0.50 合計 0.9003当初予算 35,700 4,590 40,290 28,200 0

0 16,090 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 46,000 4,590 50,590 34,500 0

0 2,580 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 20,107 2,580 22,687 20,107 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

令和元年10月から実施している国の幼児教育・保育の無償化に伴い、対象児童の在籍する、子ども・子育て支援新制度へ未移行の幼稚園に対し、施設等
利用費の給付を行う。

令和元年度（10月～3月分のみ）
　　対象児童数　156人
　　支給額　20,107,250円
令和２年度（通年）
　　対象児童数　192人（見込）
　　支給額　42,500,000円（見込）
令和３年度（通年）
　　対象児童数　165人（見込）
　　支給額　35,700,000円（見込）

幼稚園に対する施設等利用費の対象児童数を経済的負担軽減の成
果指標とする。

令和３年度 人 165

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
子ども・子育て支援新制度に移行していない幼稚園に対し施設等利用費を給付することで、幼稚園を利用する児童の保護者
の経済的負担を軽減する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

施設等利用費対象児童
数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 幼稚園就園奨励事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園就園奨励事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-011

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



○

合計（Ａ） 4,952,150 合計（Ｂ） 4,621,600

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -330,550

主な
理由

保育所５園が認定こども園へ移行したことによる施設型給付費の減（幼稚園部
分も含む）

施設型給付費・保育料軽減事業
費 4,612,000

扶助費
施設型給付費

4,930,000

内容 金額

委託料
私立保育所歯科検診・眼科検診
駐車場管理・案内業務委託 9,150 委託料

私立保育所歯科検診・眼科検診
駐車場管理・案内業務委託 9,600令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

保育料軽減事業補助金
13,000 扶助費

310,000 1,365,425 任期付 0.20 合計 0.9503当初予算 4,621,600 6,615 4,628,215 2,952,790 0

312,000 1,474,365 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 4,952,150 6,615 4,958,765 3,172,400 0

537,832 1,770,959 正規 0.75 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 5,392,999 7,290 5,400,289 3,091,498 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　施設型給付
 明石市の児童が入所している市内の私立保育所及び市外の公立・私立保育所に対して、国の定める基準により施設型給付費を支払う。
２　検診費用
 市内の私立保育所の入所児童に対して、歯科検診及び眼科検診を行う。
３　駐車場管理・案内業務
 市内の私立保育所のうち、公立幼稚園内分園の駐車場管理・案内業務を行う。
４　保育料軽減事業
 兵庫県の「ひょうご保育料軽減事業」に基づき、3歳未満児の第1子のうち、所得要件等を満たす対象児童の保護者に対し助成を行う。

＜参考＞
平成31年4月1日時点の入所児童数
市内私立保育所　4,782人（うち公立幼稚園内分園入所児童数　87人）
市外公立保育所　　　24人　　／　　市外私立保育所　　　56人

令和2年4月1日時点の入所児童数
市内私立保育所　4,034人（うち公立幼稚園内分園入所児童数　88人）
市外公立保育所　　　20人　　／　　市外私立保育所　　　63人

令和3年4月1日時点の入所児童数（見込）
市内私立保育所　4,280人（うち公立幼稚園内分園入所児童数　81人）
市外公立保育所　　　14人　　／　　市外私立保育所　　　71人

良質な保育環境を保持したうえでの待機児童の解消に努めるための
成果指標とする。（各月初日入所児童の延べ人数）

令和３年度 人 52,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立保育所及び市外の保育所への運営費の支給や各種検診等の実施により、良好な保育環境を整え、質の高
い保育を実施することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

私立保育所入所児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、明石市保
育料軽減補助金交付要綱

事業 私立保育所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-012

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092
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○

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立認定こども園事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-013

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 私立認定こども園事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立認定こども園、市外の公立・私立認定こども園への運営費の支給や各種検診の実施により、良好な保育環
境を整え保護者の就労支援や子育て支援を行い、質の高い保育を実施することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

私立認定こども園入所
児童数

良質な保育環境を保持したうえでの待機児童の解消に努めるための
成果指標とする。（各月初日入所児童の延べ人数）

令和３年度 人 36,000

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　施設型給付
 明石市内の児童が入所している市内私立認定こども園及び市外の公立・私立認定こども園に対して、国の定める基準により施設型給付費を支払う。
２　検診費用
 市内の私立認定こども園の入所児童に対して、眼科検診を行う。

＜参考＞
平成31年4月1日時点の入所児童数
市内私立認定こども園　884人
市外私立認定こども園　443人

令和2年4月1日時点の入所児童数
市内私立認定こども園　1,711人
市外私立認定こども園　  408人

令和3年4月1日時点の入所児童数（見込）
市内私立認定こども園　2,606人
市外私立認定こども園　  425人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 370,563 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 1,289,112 2,835 1,291,947 921,384 0

0 652,507 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 2,166,877 2,430 2,169,307 1,516,800 0

0 923,180 任期付 0.00 合計 0.3003当初予算 3,050,000 2,430 3,052,430 2,129,250 0

内容 金額

委託料
眼科検診委託料

877 委託料
眼科検診委託料

1,000令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

扶助費
施設型給付費

2,166,000 扶助費
施設型給付費

3,049,000

合計（Ａ） 2,166,877 合計（Ｂ） 3,050,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 883,123

主な
理由

保育所５園が認定こども園へ移行したことによる施設型給付費の増（幼稚園部
分も含む）



元

○

連絡先 (078)918-5092

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
副食費給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-014

予算所管課 こども局こども育成室

児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市特定教育・保育
施設に対する副食費に係る補助金交付要綱

事業 副食費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
国の幼児教育・保育の無償化において無償化対象外となっている副食費について、本市で実施している第2子以降保育料無
料化との整合性を図るため、施設への副食費相当額の給付を行う。これにより、無償化対象である教育・保育施設を利用す
る保護者が第1子・第2子以降にかかわらず副食費を負担することなく保育施設を利用できるようにする。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

給付対象児童数
本事業により保護者が副食費の負担をせずに施設を利用できている
年間のべ児童数

令和３年度 人 48,936

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

令和元年10月から実施されている幼児教育・保育の無償化施策において、副食費は無償化対象外、すなわち保護者負担とされている。
一方で、平成28年9月から明石市独自で実施している第2子以降保育料無料化の対象児童については、副食費も含めて無料となっている。
また、同じ保育の必要性が認められる児童であっても、幼稚園等を利用する場合と保育所等を利用する場合とで、保護者の費用負担に差が生じることがあ
る。
これらの制度上の違いの整合性や保護者負担の公平化を図るため、本来は保護者負担となる副食費について市から施設へ給付することにより、負担を増
やすことなく引き続き希望する施設を利用できるようにする。

のべ給付対象児童数
令和元年度（10～3月）　18,987人
令和２年度（通年）　 　　 43,332人（見込）
令和３年度（通年）　　　　48,936人（見込）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

01決算 83,099 2,430 85,529 0 0 0 85,529 正規

02当初予算 193,000 2,295 195,295 0 0 0 195,295 再任用

0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

0.00 その他 0.00

0.10 合計 0.35

扶助費
副食費給付

200,000

区分（節） 内容

202,295 0 0 0 202,295 任期付03当初予算 200,000 2,295

内容 金額

扶助費
副食費給付

193,000

合計（Ａ） 193,000 合計（Ｂ） 200,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 7,000

主な
理由

教育・保育施設の新規開設や認可変更等に伴う給付対象児童数の増

令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）
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○

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
地域型保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-015

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 地域型保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
小規模保育事業所や事業所内保育事業所へ運営費を支給することにより、良好な保育環境の整備や質の高い保育を実施
するとともに、保護者の就労・子育てを支援することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

小規模保育及び事業所
内保育利用児童数

良質な保育環境を保持したうえでの待機児童の解消に努めるための
成果指標とする。（各月初日利用児童の延べ人数）

令和３年度 人 5,900

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　明石市の児童が利用している市内の小規模保育事業所並びに市外の小規模保育事業所及び事業所内保育事業所に対して、国の定める基準により地
域型保育給付費を支払う。

＜参考＞
平成31年4月1日時点の利用児童数
市内小規模保育事業所　　　　167人
市外小規模保育事業所　　　　　10人
市外事業所内保育事業所　 　　23人

令和2年4月1日時点の利用児童数
市内小規模保育事業所　　　　266人
市外小規模保育事業所　　　　　 7人
市外事業所内保育事業所　 　　24人

令和3年4月1日時点の利用児童数（見込）
市内小規模保育事業所　　　　457人
市外小規模保育事業所　　　　　 8人
市外事業所内保育事業所　 　　32人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 88,099 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 515,366 1,890 517,256 429,157 0

0 306,240 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 951,000 3,240 954,240 648,000 0

0 362,240 任期付 0.00 合計 0.4003当初予算 1,130,000 3,240 1,133,240 771,000 0

内容 金額

扶助費
地域型保育給付費

951,000 扶助費
地域型保育給付費

1,130,000令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 951,000 合計（Ｂ） 1,130,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 179,000

主な
理由

小規模保育事業所６園の新規開設予定による地域型保育給付費の増



元

○

合計（Ａ） 200,000 合計（Ｂ） 50,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -150,000

主な
理由

事業開始年度実績に基づき対象児童数、及び給付単価を精査したことによる
給付額の減

内容 金額

負担金補助及
び交付金

施設等利用費
200,000 扶助費

施設等利用費
50,000令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 15,815 任期付 0.20 合計 0.9503当初予算 50,000 3,315 53,315 37,500 0

0 53,315 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 200,000 3,315 203,315 150,000 0

0 4,050 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.5001決算 28,961 4,050 33,011 28,961 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

（１）幼稚園の預かり保育
保育の必要性の認定を受けて利用する児童について、利用実態に応じて月額11,300円までの範囲で給付を行う。

令和元年度（10月～3月分のみ）　　　対象児童数　　121人　　　支給額　 1,679,863円
令和２年度（通年）　　　対象児童数　　200人（見込）　　　支給額　6,400,950円（見込）
令和３年度（通年）　　　対象児童数　　100人（見込）　　　支給額　4,800,000円（見込）

（２）認可外保育施設等
保育の必要性の認定を受けて利用する児童について、利用実態及び世帯の課税状況に応じて月額37,000円（非課税世帯は42,000円）までの範囲で給付を
行う。

令和元年度（10～3月分のみ）
　　3～5歳児　　対象児童数　197人　　　支給額　22,826,642円
　　0～2歳児（非課税）　　対象児童数　23人　　　支給額　4,454,785円
令和２年度（通年）
　　3～5歳児　　対象児童数　150人（見込）　　　支給額　51,422,675円（見込）
　　0～2歳児（非課税）　　対象児童数　7人（見込）　　　支給額　2,176,375円（見込）
令和３年度（通年）
　　3～5歳児　　対象児童数　180人（見込）　　　支給額　64,800,000円（見込）
　　0～2歳児（非課税）　　対象児童数　15人（見込）　　　支給額　7,560,000円（見込）

施設等利用費の対象児童数を経済的負担軽減の成果指標とする。 令和３年度 人 295

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保育の必要性の認定を受け認可外保育施設等を利用する児童の保護者の経済的負担を軽減するため、施設等利用費を給
付する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

施設等利用費対象児童
数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 認可外保育施設等無償化事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
認可外保育施設等無償化事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-016

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092
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○

合計（Ａ） 3,600 合計（Ｂ） 3,600

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

扶助費
実費徴収に係る補足給付

3,600

区分（節） 内容

7,650 2,400 0 0 5,250 任期付03当初予算 3,600 4,050

内容 金額

扶助費
実費徴収に係る補足給付

3,600

0.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

0.00 その他 0.00

0.00 合計 0.50

02当初予算 3,600 4,050 7,650 2,400 0 0 5,250 再任用

01決算 1,037 810 1,847 1,579 0 0 268 正規

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑮ ⑯ ⑰

○

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１ 対象者
　 (1)認可教育・保育施設を利用する世帯のうち、市内に居住する生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付受給世帯に属する保護者
　(2)子ども・子育て支援新制度未移行幼稚園を利用する世帯のうち、市内に居住する低所得世帯及び多子世帯に属する保護者

２ 対象となる費用及び限度額
   (1) 認可教育・保育施設を利用する児童
       　教材費・行事費等　年間30,000円（月額2,500円）
　　　　 給食副食費（1号児童のみ）　年間54,000円（月額4,500円）【2019年9月末をもって廃止】
   (2) 新制度未移行幼稚園の児童で、低所得世帯（市民税所得割77,100円以下）、及び第３子以降に該当する児童
       　給食副食費　年間54,000円（月額4,500円）【2019年10月からの追加事業】

３ 対象者数等
　　令和元年度　 4～9月     副食費（1号児童分）　対象者 17人のうち、14人が申請、14人に給付
　　　　　　　　　　　4～3月　   教材費・行事費等（1～3号児童分）　対象者 91人のうち、68人が申請、60人に給付
　　　　            10～3月      副食費（未移行幼稚園分）　対象者20人のうち、20人が申請、20人に給付
　　令和２年度　 教材費・行事費等　対象者 95人（見込）
　　　　             副食費（未移行幼稚園分）　対象者 20人（見込）
　　令和３年度　 教材費・行事費等　対象者 97人（見込）
　　　　             副食費（未移行幼稚園分）　対象者 40人（見込）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内に居住する低所得で生活が困難である者の子どもが特定教育・保育等の提供を受けるにあたり、支払うべき日用品、文
房具等の購入等に要する費用又は行事への参加に要する費用等若しくは副食費の一部を助成することにより、円滑な特定
教育・保育等の利用を図り、健やかな成長を支援することを目的とする。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

対象世帯による制度利
用率

制度利用により、子どもの健やかな成長の支援につながる。（申請者
数/対象者数）

令和３年度 ％ 100

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市実費徴収に係る
補足給付事業実施要綱

事業 実費徴収に係る補足給付を行う事業

施策分野
1 健康・福祉分野

連絡先 (078)918-5092

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
実費徴収に係る補足給付を行う事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-017

予算所管課 こども局こども育成室
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○

合計（Ａ） 53,000 合計（Ｂ） 62,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 9,000

主な
理由

実施施設の増による。

内容 金額

負担金補助及
び交付金

一般型・幼稚園型一時預かり事
業補助金 53,000

負担金補助及
び交付金

一般型・幼稚園型一時預かり事
業補助金 62,000令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 22,693 任期付 0.00 合計 0.2503当初予算 62,000 2,025 64,025 41,332 0

0 25,679 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 53,000 2,025 55,025 29,346 0

0 9,632 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 29,926 3,645 33,571 23,939 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　一般型一時預かり事業
　保護者の冠婚葬祭や就労等により一時的に家庭での保育をすることができない児童を保育する事業
　(１)　補助対象施設　市内の私立保育所など
　　　【事業実績・見込】令和元年度　８か所、令和２年度　11か所（見込）、令和３年度　12か所（見込）
　(２)　利用対象者　就学前児童
　　　【事業実績・見込】　令和元年度　延べ2,295人、令和２年度　延べ7,000人（見込）、令和３年度　延べ4,192人（見込）

２　幼稚園型一時預かり事業
　保護者の就労等により一時的に保育することができない主に１号認定児童を、教育時間の前後又は長期休業日等に保育する事業
　(１)　補助対象施設　市内外の私立認定こども園など
　　　【事業実績・見込】　令和元年度　17か所、令和２年度　27か所（見込）、令和３年度　31か所（見込）
　(２)　利用対象者　明石市が支給認定を行った１号認定児童、明石市内に住所を有する就学前児童
　　　【事業実績・見込】　令和元年度　延べ6,710人、令和２年度　延べ11,000人（見込）、令和３年度　延べ14,203人（見込）

私立保育所等における一般型一時預かり事業の年間利用者数。在宅
子育て家庭の育児負担の軽減効果を測る指標とする。

令和３年度 人 4,192

年間利用者数(延べ人
数)

私立認定こども園等における幼稚園型一時預かり事業の年間利用者
数。子育て環境の充実度を測る指標とする。

令和３年度 人 14,203

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
一時預かり事業を実施する私立保育所等に対して補助金を交付し事業を円滑に推進することにより、就労や冠婚葬祭により
家庭での保育が困難となる場合又は育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担を軽減するための支援を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

年間利用者数(延べ人
数)

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、明石市一
時預かり事業補助金交付要綱

事業 一時預かり事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
一時預かり事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-018

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



7

○

合計（Ａ） 110,900 合計（Ｂ） 166,800

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 55,900

主な
理由

実施施設の増による。

内容 金額

扶助費
延長保育事業助成金

110,900 扶助費
延長保育事業助成金

166,800令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 60,302 任期付 0.10 合計 0.4003当初予算 166,800 2,700 169,500 109,198 0

0 42,000 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 110,900 2,700 113,600 71,600 0

0 27,274 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 86,929 3,645 90,574 63,300 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　延長保育の概要
　　保護者の就労等により必要な場合、認定された保育必要量を超えて児童を保育する事業

２　延長保育実施施設数（私立）　※分園含む
　　91か所（令和3年4月見込）
　
３　延長保育利用者数（私立）
　　令和元年度　579人、令和２年度　637人（見込）、令和３年度　723人（見込）

就労形態の多様化に対応し、安心して子育てができる環境の充実度
を測る指標とする。

令和３年度 人 723

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
延長保育事業を実施する私立保育所等に対して助成金を交付し事業を円滑に推進することにより、保護者の就労形態の多
様化、通勤時間の増加等に伴う延長保育に対する需要に対応し、必要な保育を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

一日あたりの平均利用
人数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、私立保育所延長保育事
業助成金交付要綱

事業 延長保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
延長保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-019

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



17

○

合計（Ａ） 102,000 合計（Ｂ） 127,900

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 25,900

主な
理由

実施施設の増による。

内容 金額

扶助費
障害児保育事業助成金

102,000 扶助費
障害児保育事業助成金

127,900令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 126,152 任期付 0.00 合計 0.3003当初予算 127,900 2,430 130,330 4,178 0

0 102,864 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 102,000 2,430 104,430 1,566 0

0 92,230 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 92,040 2,430 94,470 2,240 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　助成対象施設
　　助成基準を満たす市内の私立保育所、認定こども園

２　助成基準・助成額
　(１)　障害児が１人以上在籍しており、保育士等が１人加配されている　月額150,000円
　(２)　軽度障害児が５人以上在籍しており、保育士等が１人加配されている　月額120,000円

３　助成実績・見込
　　令和元年度　42施設、保育士等の加配人数64人、障害児39人、軽度障害児258人
　　令和２年度　47施設、保育士等の加配人数71人、障害児31人、軽度障害児200人（見込）
　　令和３年度　54施設、保育士等の加配人数89人、障害児38人、軽度障害児255人（見込）

障害を有する児童の保育を主に担当する保育士等の人数。障害を有
する児童の保育を適切に確保できているかを測る指標とする。

令和３年度 人 89

児童数
事業の対象となる、障害を有する児童の人数。障害を有する児童の
保育の充実度を測る指標とする。

令和３年度 人 293

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
障害を有する児童を受入れている私立保育所等が当該児童の保育の実施のため、保育士等の増員を行った場合において、
その経費の一部を助成することにより、障害を有する児童の保育を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

保育士等の加配人数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市障害児保育助成
事業実施要綱

事業 障害児保育助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
障害児保育助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-020

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



9

○

合計（Ａ） 180,500 合計（Ｂ） 209,600

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 29,100

主な
理由

実施施設の増による。

内容 金額

扶助費
特別運営費

180,500 扶助費
特別運営費

209,600令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 211,625 任期付 0.00 合計 0.2503当初予算 209,600 2,025 211,625 0 0

0 182,525 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 180,500 2,025 182,525 0 0

0 169,845 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 168,630 1,215 169,845 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【施設整備費】
　・基礎的整備費
　　施設の定員に合わせて年額320,000円～440,000円を支給する。
　・特別保育推進整備費
　　生後３月以下の乳児の受入（年額40,000円）や延長保育（年額100,000円）、障害児保育（年額50,000円）を実施する施設に支給する。
　　令和元年度　31,330千円、令和2年度　36,550千円、令和3年度　44,000千円（見込）

【職員等処遇改善費】
　・職員割　職員１人あたり（月額）6,500円
　。児童割　支給認定子ども１人あたり（月額）500円
　　令和元年度　133,110千円、令和2年度　147,984千円、令和3年度　161,000千円（見込）

【嘱託医等報酬加算費及び傷害等保険料費】
　・嘱託医等加算　支給認定子ども１人あたり条例で定める学校医に係る幼児等の加算額（474円）
　・傷害等保険料費　支給認定子ども１人あたり（140円）
　　令和元年度　4,140千円、令和2年度　　4,870千円（見込）、令和3年度　　4,600千円（見込）

　

より多くの職員の処遇を改善することにより、安定した保育施設の運
営に寄与し、保育の水準を高める。

令和３年度 人 1,643

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立保育所、私立認定こども園及び私立小規模保育事業所に対して、施設の整備費や職員の処遇改善費など
を支給することにより、各保育施設の保育水準の向上を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

職員等処遇改善費にお
ける対象職員数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

私立保育所等に係る特別運営費取扱要綱事業 特別運営費支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
特別運営費支給事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-021

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



30

○

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
産休等代替職員費補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-022

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

明石市私立保育所等産休等代替職員費補助金
交付要綱

事業 産休等代替職員費補助事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保育所・認定こども園等の保育士等が出産又は傷病のため、長期間にわたって継続する休暇を必要とする場合、その産休
等職員の職務を行う代替職員を当該施設が雇用するために必要な経費を助成することにより、産休等の取得を促進するとと
もに、施設における児童の処遇を確保する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

産休等職員の人数
制度を活用し、産休等の長期休暇を取得した職員の人数。保育士等
の労働環境を改善した指標とする。

令和３年度 人 1

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　事業の概要
　　産休等の長期休暇を取得する職員の代替職員を雇用するために必要な経費の全部又は一部を助成する。
　(１)　補助対象施設
　　　　保育所、認定こども園、小規模保育事業所
　(２)　補助基準額（代替職員の人件費）
　　　　時給1,300円

２　事業の実績・見込（制度を活用する産休等職員の人数）
　　令和元年度　0人
　　令和２年度　2人（見込）
　　令和３年度　1人（見込）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 430 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 25 405 430 0 0

0 1,445 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 1,040 405 1,445 0 0

0 1,445 任期付 0.00 合計 0.0503当初予算 1,040 405 1,445 0 0

内容 金額

扶助費
産休等代替職員費補助金

1,040 扶助費
産休等代替職員費補助金

1,040令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 1,040 合計（Ｂ） 1,040

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



30

○

合計（Ａ） 18,700 合計（Ｂ） 18,700

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

扶助費
職員加配助成金

18,700 扶助費
職員加配助成金

18,700令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 19,105 任期付 0.00 合計 0.0503当初予算 18,700 405 19,105 0 0

0 19,105 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 18,700 405 19,105 0 0

0 14,520 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 14,115 405 14,520 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　事業の概要
　　私立保育施設が配置基準より多く職員を配置するために必要な経費の全部又は一部を助成する。
　(１)　補助対象施設　保育所、認定こども園、小規模保育事業所
　(２)　補助対象となる職員の職種　施設で勤務する全ての職員
　(３)　補助基準額　配置基準より多く配置している職員１人あたり　年額90千円（職員の平均経験年数が11年以上の場合は、108千円）

２　事業の実績・見込（加配職員の人数）
　　令和元年度　151人
　　令和2年度　　180人（見込）
　　令和3年度　　212人（見込）

配置基準より多く配置されている職員の人数。保育の質の向上を測る
指標とする。

令和３年度 人 212

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
利用者の処遇に直接影響のある施設職員を配置基準より多く配置している私立保育施設に対して、人件費を支援することに
より、利用者の処遇の向上を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

職員の加配人数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

明石市私立保育所等職員加配助成金交付要綱事業 職員加配助成金交付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
職員加配助成金交付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-023

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



1

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 56,200

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 56,200

主な
理由

内容 金額

負担金補助及
び交付金

補助金の交付
56,200令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 27,884 任期付 0.00 合計 0.0003当初予算 56,200 0 56,200 28,316 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 0 0 0 0 0

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 26,678 0 26,678 26,678 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

○新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、保育環境の改善及び児童、保護者、職員の安全を確保することを目的に、保育所等における新型
コロナウイルス感染症対策に要する費用を補助する。

【令和元年度の実績】
１　補助金を受けて感染症対策に取り組んだ事業者
　　認可保育施設等　55事業者
　　認可外保育施設　40事業者
２　補助金の額
　　1施設、1事業者当たり50万円を上限

【令和2年度の見込み】
１　補助金を受けて感染症対策に取り組む事業者
　　認可保育施設等　78事業者
　　認可外保育施設　54事業者
２　補助金の額
　　1施設、1事業者当たり50万円を上限

【令和3年度の実施予定】
１　補助金を受けて感染症対策に取り組む事業者
　　認可保育施設等　78事業者
　　認可外保育施設　60事業者
２　補助金の額
　　1施設、1事業者当たり30万円～50万円を上限

新型コロナウイルス感染症対策を実施した保育所等 令和3年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保育所等において、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図り、児童、保護者及び職員の安全を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

新型コロナウイルス感染症
対策の実施園の割合

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

保育対策総合支援事業費補助金交付要綱
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業
実施要綱
子ども・子育て支援交付金交付要綱

事業 保育所等感染症対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育所等感染症対策事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-024

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247



○

○

合計（Ａ） 365,072 合計（Ｂ） 361,004

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,068

主な
理由

備品購入費減のため

消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 174,580

役務費
電話料、クリーニング、検査料等

3,384 役務費
電話料、クリーニング、検査料等

3,034

その他
報償、旅費、備品購入費、負担
金、補助及び交付金 17,352 その他

報償、旅費、備品購入費、負担
金、補助及び交付金 9,670

使用料及び賃
借料

施設賃借料、駐車場賃借料、保
育所コピー使用料等 4,706

使用料及び賃
借料

施設賃借料、駐車場賃借料、保
育所コピー使用料等 4,934

内容 金額

報酬
公立保育所嘱託医報酬
認定こども園園医報酬 3,258 報酬

公立保育所嘱託医報酬
認定こども園園医報酬 3,258令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 175,610 需用費

委託料
公立保育所に係る委託料

160,762 委託料
公立保育所に係る委託料

165,528

124,575 1,697,326 任期付 0.70 合計 352.2503当初予算 361,004 1,461,595 1,822,599 698 0

116,742 1,704,227 再任用 0.70 その他 234.0002当初予算 365,072 1,461,595 1,826,667 698 5,000

149,951 1,346,971 正規 116.85 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 311,788 1,349,165 1,660,953 164,031 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１公立保育所の運営
　(1)保育の実施
　(2)給食の実施（公立保育所・認定こども園11か所中、9か所で民間委託を導入。）
　(3)施設の維持管理

＜参考＞
令和2年4月1日現在の入所児童数  　公立保育所1,073人　公立認定こども園169人

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の公立保育所において、保育を必要とする児童を保護者に代わって保育することで、児童の健全な育成を支援す
るとともに、子育て世代が安心してこどもを生み育てることができる環境づくりを実現することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 保育所費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市立保育所条例事業 公立保育所運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-025

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247



2

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 5,800

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 5,800

主な
理由

2,900

内容 金額

需用費 2,900令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

備品購入費

0 2,900 任期付 0.00 合計 0.0003当初予算 5,800 0 5,800 2,900 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 0 0 0 0 0

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 2,101 0 2,101 2,101 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

保育対策総合支援事業費補助金を申請し、新型コロナウイルス感染症対策のための消耗品や備品を購入する。
　(補助基準)
　定員19人以下　　　　　300千円以内
　定員20～59人以下　　400千円以内
　定員60人以上　　      500千円以内
　（財源内訳）
　国　　1/2　　　市　1/2

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
新型コロナウイルス感染症対策として、公立保育所におけるマスク購入等の感染拡大防止対策を実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 保育所費
根拠法令
・要綱等

保育対策総合支援事業費補助金交付要綱事業 保育所等感染症対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育所等感染症対策事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-026

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149



26

○

○

合計（Ａ） 2,556 合計（Ｂ） 3,056

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 500

主な
理由

子育て支援員研修拡充のため

子育て支援員研修
1,600

負担金補助及
び交付金

子育て支援員研修等
200

内容 金額

需用費
預かり保育用消耗品、預かり保
育用お茶 1,556 需用費

預かり保育用消耗品、預かり保
育用お茶 1,256令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

子育て支援員研修等
1,000 委託料

6,720 121,196 任期付 0.10 合計 73.2403当初予算 3,056 170,304 173,360 45,444 0

10,080 129,686 再任用 0.00 その他 72.0002当初予算 2,556 170,304 172,860 33,094 0

12,241 114,912 正規 1.14 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 3,211 151,144 154,355 27,202 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　平成30年度から、預かり保育を実施している園の保育実施時間を8時から18時までに延長した。残りの園では、平成31年度から教育時間終了後から16
時までの預かり保育を実施している。令和２年度より、すべての幼稚園で朝８時から預かり保育を実施。
２　預かり保育の利用料は１時間150円。就労・看護等で利用の場合、２割又は５割引きとなる割引き制度あり。平成31年４月から、保育施設等入所要件を
有する家庭の第２子以降の園児は、月11,300円を上限に無償化を実施。令和元年10月からは、国の幼児教育・保育の無償化の制度により保育施設等入
所要件を有していれば、450円×利用日数を上限に第１子から無償となった。
３　就労などの事情により、自園区の幼稚園では預かり保育実施時間が足りない場合、中学校区を基本として「区域外申請」制度を活用し、預かり保育を延
長実施している園への入園が可能。

預かり保育実施園における１園1日あたりの平均利用人数 令和２年度 人 12

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児、保護者および教職員 幼児の心身の健全な発達を図るとともに、保護者の子育て支援に加えて、就労支
援（保育所入所待機児童対策）を充実させる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

年間利用者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園預かり保育事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園預かり保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-027

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149



22

○

○

合計（Ａ） 187,193 合計（Ｂ） 337,893

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 150,700

主な
理由

公立幼稚園給食委託料が年度当初からの支払いとなるため

ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費 33,700

役務費
電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 4,660 役務費

電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 4,820

委託料
公立幼稚園給食委託

128,000 委託料
公立幼稚園給食委託

269,373

備品購入費
教材備品、園児椅子、空調設
備、非常放送設備等 9,450 備品購入費

教材備品、園児椅子、空調設
備、非常放送設備等 14,000

内容 金額

需用費
教材等の消耗品費、印刷製本
費、修繕料、食糧費 12,483 需用費

教材等の消耗品費、印刷製本
費、修繕料、食糧費 12,600令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費 29,200 需用費

使用料及び賃
借料

コピー・ダスキン等使用料、パソ
コンリース料 3,400

使用料及び賃
借料

コピー・ダスキン等使用料
3,400

15,423 350,344 任期付 0.80 合計 12.7403当初予算 337,893 27,874 365,767 0 0

22,577 192,490 再任用 0.00 その他 10.0002当初予算 187,193 27,874 215,067 0 0

100,568 -282,250 正規 1.94 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 53,941 11,394 65,335 247,017 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　各幼稚園に園の規模に応じて予算を配当し、園で必要な物品の購入等を行う。
２　各幼稚園で共通して購入する物品を取りまとめ、一括して購入する。
３　各幼稚園の故障、または老朽化した空調機、非常放送設備等の更新を行う。
４　各幼稚園の光熱水費、電話料金、NHK受信料、事務機器リース料の支払いを行う。
５　各幼稚園の備品の廃棄、寄附の受納の事務を行う。
６　令和２年９月より民間業者が運営する給食センターからの搬入方式によるお弁当給食を実施予定。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児および教職員 市立幼稚園における教育課程を実施するために必要な経費を負担し、園児らに対する幼
児教育を円滑に実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園管理運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-028

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247



○

合計（Ａ） 4,800 合計（Ｂ） 4,100

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -700

主な
理由

需用費減のため

保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 500

備品購入費
体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,340 備品購入費

体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,100

内容 金額

需用費
体育用・保健室用消耗品費、体
育用設備・保健室用備品の修繕
料

2,960 需用費
体育用・保健室用消耗品費、体
育用設備・保健室用備品の修繕
料

2,500令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 500 役務費

0 65,834 任期付 0.10 合計 15.5403当初予算 4,100 61,734 65,834 0 0

0 66,534 再任用 0.00 その他 12.0002当初予算 4,800 61,734 66,534 0 0

0 8,029 正規 3.44 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 3,925 4,104 8,029 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　各幼稚園の保健室用備品、消耗品の購入を行う。
２　各幼稚園の保健室用備品（身長計・体重計・オージオメーター等）の維持管理を行う。
３　各幼稚園の体育用備品、消耗品の購入を行う。
４　各幼稚園の体育用設備（遊具等）の維持管理を行う。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児、および遊具等の体育用設備、並びに保健室用備品 遊具等の体育用設備や保健室用備品を整備するこ
とで、幼児期における心身の発達、および健康の保持増長を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校保健安全法、幼稚園教育要領事業 幼稚園保健・体育事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園保健・体育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-029

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247



2

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 13,500

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 13,500

主な
理由

6,750

内容 金額

需用費 6,750令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

備品購入費

0 6,750 任期付 0.00 合計 0.0003当初予算 13,500 0 13,500 6,750 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 0 0 0 0 0

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

公立幼稚園感染拡大防止対策事業費補助金を申請し、新型コロナウイルス感染症対策のための消耗品や備品を購入する。
　(補助基準)
　定員19人以下　　　　　300千円以内
　定員20～59人以下　　400千円以内
　定員60人以上　　      500千円以内
　（財源内訳）
　国　　1/2　　　市　1/2

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
新型コロナウイルス感染症対策として、公立幼稚園におけるマスク購入等の感染拡大防止対策を実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金
交付要綱

事業 公立幼稚園感染拡大防止対策事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立幼稚園感染拡大防止対策事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-030

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149
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○

○

合計（Ａ） 28,158 合計（Ｂ） 26,008

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,150

主な
理由

需用費（修繕料）の減

ピアノ・物品等運搬料、物品廃棄
手数料 250

委託料
樹木剪定委託、急傾斜草刈委託
等 4,088 委託料

樹木剪定委託、急傾斜草刈委託
等 4,088

内容 金額

需用費
美化・緑化活動用消耗品、保育
室床修繕、木製背面棚改修等 22,570 需用費

美化・緑化活動用消耗品、保育
室床修繕、木製背面棚改修等 20,670令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
ピアノ・物品等運搬料、物品廃棄
手数料 700 役務費

備品購入費
3歳児保育備品購入

800 備品購入費
3歳児保育備品購入

1,000

0 48,958 任期付 1.00 合計 3.5003当初予算 26,008 22,950 48,958 0 0

0 51,108 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 28,158 22,950 51,108 0 0

0 118,728 正規 2.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 141,628 84,900 226,528 0 107,800

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和元年度の実績】
１　美化・緑化活動（実施園：28施設）
　　活動の内容： ①　施設の維持管理、②　市民との協働による園庭芝生の維持管理、③　花壇の整備
２　樹木剪定等の委託業務
３　保育室のエアコン設置等
　➀３歳児預かり保育に係る保育室の床修繕、照明器具の取替、保育室の木製背面棚等改修
　②保育室のエアコン設置　９５室（うち、２０室は既設エアコンの更新）、 3歳児預かり保育用備品購入

【令和２年度の見込み】
１　美化・緑化活動（実施園：28施設）
　　活動の内容： ①　施設の維持管理、②　市民との協働による園庭芝生の維持管理、③　花壇の整備
２　樹木剪定等の委託業務
３　保育室の改修
　➀保育室の床修繕、クロスの張替え、保育室の木製背面棚等改修
　②3歳児預かり保育用備品購入

【令和3年度の実施予定】
１　美化・緑化活動（実施園：28施設）
　　活動の内容： ①　施設の維持管理、②　市民との協働による園庭芝生の維持管理、③　花壇の整備
２　樹木剪定等の委託業務
３　保育室の改修
　➀保育室の床修繕、クロスの張替え、保育室の木製背面棚等改修
　②3歳児預かり保育用備品購入

美化・緑化活動を実施した幼稚園（認定こども園を含む。）の数 令和5年度 園 28

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
園児、教職員、保護者、地域住民らが協力して、美化・緑化活動に取り組むとともに、必要な委託業務を行い、安全で安心な
教育・保育の場を提供する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

美化緑化実施園の数

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
学習指導要領

事業 幼稚園施設維持補修事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園施設維持補修事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-031

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247
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○ ○

○

合計（Ａ） 9,549 合計（Ｂ） 9,973

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 424

主な
理由

通級指導教室（つくしの部屋）増設のため

研修参加旅費、本庁連絡用旅費
等 6,000

需用費
就園事務用、事務局用消耗品等

1,083 需用費
就園事務用、事務局用消耗品等

1,043

備品購入費
教材備品等

730

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金等
1,250

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金等
1,100

内容 金額

報償費
研修講師謝礼

1,066 報償費
研修講師謝礼

950令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
研修参加旅費、本庁連絡用旅費
等 6,000 旅費

使用料及び賃
借料

就園相談会場使用料等
150

使用料及び賃
借料

就園相談会場使用料等
150

0 1,373,072 任期付 0.30 合計 286.9903当初予算 9,973 1,363,099 1,373,072 0 0

0 1,372,648 再任用 15.00 その他 150.0002当初予算 9,549 1,363,099 1,372,648 0 0

0 1,134,735 正規 121.69 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 8,456 1,126,279 1,134,735 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　市立幼稚園の指定園において幼児教育研究を行う。
２　市立幼稚園で地区毎にグループ研究を行う。
３　市立幼稚園の教職員の資質向上、指導力向上のため、各種研修へ参加する。
４　市立幼稚園の入退園に関する事務等の支援を行う。

＜参考＞
令和2年5月1日現在の公立幼稚園(27園)の就園児童数　　2,810人

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園における 幼児教育の充実、保育内容の深化、教職員の専門性向上を図るとともに、市立幼稚園の安定的な運
営により、幼児教育の推進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市学校法人助成条例、明石
市教育委員会事務局事務分掌規則、幼稚園教
育要領等

事業 幼児教育振興事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼児教育振興事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-032

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5093
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○

○

合計（Ａ） 40,891 合計（Ｂ） 167,294

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 126,403

主な
理由

沢池幼プレハブ園舎賃貸借による使用料の増

二見北幼稚園2階便所ほか改修
工事実施設計委託 2,600

使用料及び賃
借料

園舎用地及び保育室不足に伴う
プレハブ園舎の賃借 123,694

内容 金額

使用料及び賃
借料

園舎用地及び保育室不足に伴う
プレハブ園舎の賃借 33,691 需用費

藤江幼稚園西園舎外壁改修ほ
か工事 41,000令

和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

工事請負費
外壁改修など改修工事

7,200 委託料

0 31,984 任期付 0.00 合計 0.9003当初予算 167,294 7,290 174,584 0 142,600

0 48,181 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 40,891 7,290 48,181 0 0

0 1,242 正規 0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 0 1,242 1,242 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和元年度の実績】（教育委員会　学校教育課にて実施）
１　仮設園舎用地賃借（錦浦幼稚園）
　　仮設園舎賃貸借（谷八木幼稚園、山手幼稚園）
２　二見北幼稚園東園舎便所ほか改修工事
　　①東園舎1階の便所改修工事、②東園舎1階の廊下手洗い改修工事、③仮設便所設置撤去、④屋外付帯工事、電気設備工事、機械設備工事
３　その他改修工事
　　錦が丘幼稚園南園舎屋上防水改修工事

【令和2年度の見込み】（こども局　こども育成室にて実施）
１　仮設園舎用地賃借（錦浦幼稚園）
　　仮設園舎賃貸借（谷八木幼稚園、山手幼稚園）
２　明石幼稚園便所ほか改修工事（令和2年度繰越明許予算で対応）
　　①園舎2階の便所改修工事、②園舎1階・2階の廊下手洗い改修工事、③仮設便所設置撤去、④屋外付帯工事、電気設備工事、機械設備工事
３　その他改修工事
　　敷地側溝改修工事（朝霧幼稚園、江井島幼稚園）

【令和3年度の実施予定】
１　仮設園舎用地賃借（錦浦幼稚園）
　　仮設園舎賃貸借（谷八木幼稚園、山手幼稚園、沢池幼稚園）
２　二見北幼稚園便所ほか改修工事実施設計委託
　　①園舎2階の便所改修工事、②園舎1階・2階の手洗い場改修工事、③仮設便所設置撤去、④屋外付帯工事、電気設備工事、機械設備工事
３　藤江幼稚園西園舎外壁改修ほか工事
　　外壁の全面改修

幼稚園のトイレ改修工事の実施件数（令和元年度以降） 令和５年度 件 5

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の施設・設備を計画的に更新・整備し、機能維持・改善を図りながら安全性を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

トイレ改修工事の件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則

事業 幼稚園施設整備事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園施設整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-033

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247
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○

○

合計（Ａ） 873,422 合計（Ｂ） 905,648

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 32,226

主な
理由

児童クラブの入所児童数増加等に伴う運営委託料の増

事務連絡旅費
120

役務費
保護者負担金銀行引落手数料
保護者負担金督促郵便料金 479 需用費

保護者宛送付用封筒
納入通知書等 320

その他
放課後対策アドバイザー謝礼
学童保育研究集会負担金 244

使用料及び賃
借料

児童クラブ施設プレハブリース
料 35,937

使用料及び賃
借料

児童クラブ施設プレハブリース
料 45,088

内容 金額

旅費
事務連絡旅費

340 報償費
放課後対策アドバイザー謝礼

120令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
募集要項等印刷製本費等

639 旅費

委託料
受託組織に対する委託料など

835,783 委託料
受託組織に対する委託料

860,000

330,000 182,636 任期付 2.00 合計 6.0003当初予算 905,648 37,800 943,448 410,812 20,000

328,029 230,445 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 873,422 37,800 911,222 335,348 17,400

274,642 184,230 正規 4.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 683,462 45,900 729,362 270,490 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　事業の実施概要
（１）市内の全市立小学校に放課後児童クラブを設置し、その運営を一般財団法人あかしこども財団に委託
（２）放課後児童支援員認定資格研修の実施

２　児童クラブ入所児童数（4月1日現在）
　　令和元年度　3,265人（定員3,870人）　　令和２年度　3,416人（定員4,095人）　　令和３年度見込　3,642人（定員4,211人）
　
３　育成時間
（１）平日は授業終了後から最長午後７時まで
（２）土曜日、代休日、長期休業期間は、午前８時から最長午後７時まで（ただし、土曜日は午後５時まで）

４　保護者負担金
（１）一般世帯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   月額8,000円 （８月は12,000円）
（２）ひとり親世帯（所得制限あり）　　　　　　　　　  月額4,000円 （８月は6,000円）
（３）市民税非課税世帯及び生活保護世帯　　　　月額2,000円 （８月は3,000円）
　 　なお、いずれの世帯区分でも、兄弟姉妹が同時利用の場合は、２人目以降、年長児童は減免制度（２割減免）あり
（４）延長料金　午後５時から午後６時３０分までは月額2,000円、午後７時までは月額2,500円

　入所希望者全員を受け入れ、待機児童を発生させないことを事業の
指標とする。

令和３年度 人 0

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
学校の授業終了後や長期休業期間において、保護者が昼間、就労等で家庭にいない児童に適切な遊びや生活の場を提供
し、健全育成を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

児童クラブの
待機児童者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画、あかし教育プラン 委託 指定管理

目 青少年対策費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市放課後児童健全育成事業
の設備及び運営に関する基準を定める条例、同
施行規則、明石市放課後児童健全育成事業実
施要綱

事業 放課後児童健全育成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 社会教育費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
放課後児童健全育成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-034

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-6004



3

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 35,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 35,400

主な
理由

内容 金額

委託料
受託組織に対する委託料

35,400令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 11,800 任期付 0.00 合計 0.0003当初予算 35,400 0 35,400 23,600 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0002当初予算 0 0 0 0 0

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0001決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和２年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

・事業の実施概要
　支援員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくために必要な経費のほか、児童クラブへのマスクや消毒液等の配布、感染防止用
の備品購入などの経費を支援する。

新型コロナウィルス感染症対策を実施した児童クラブの割合 令和3年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
放課後児童クラブにおいて、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図り、児童、保護者及び支援員の安全を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

新型コロナウィルス感染症対策
を実施する児童クラブの割合

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 青少年対策費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援交付金交付要綱事業 放課後児童クラブ感染対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 社会教育費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和３年度 予算事業説明シート

事務事業名
放課後児童クラブ感染対策事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-035

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-6004
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